
 

 

「登録講習機関の登録に関する取扱要領」の一部改正について 

改正案 現行 

令和４年９月５日 制定（国空無機第193915号） 

令和６年３月８日 改正（国空無機第233319号） 

令和６年３月13日 改正（国空無機第233628号） 

令和７年１月29日 改正（国空無機第84692号） 

令和４年９月５日 制定（国空無機第193915号） 

令和６年３月８日 改正（国空無機第233319号） 

令和６年３月13日 改正（国空無機第233628号） 

 

国土交通省航空局安全部 

無人航空機安全課長 

 

登録講習機関の登録等に関する取扱要領 

 

国土交通省航空局安全部 

無人航空機安全課長 

 

登録講習機関の登録等に関する取扱要領 

 

１．目的 （略）  １．目的 （略）  

２．登録講習機関の登録（法第132条の69関係） 

（１）～（３） （略） 

（４）添付書類は、次のとおりとする。 

①～④ （略） 

⑤ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（様式４） 

法第132条の47第２項の実地試験に準じて行う修了審査

を行う者（以下「修了審査員」という。）の条件は、下

表によるものとし、その適合性について様式４を添付す

ること。 

※１ 下表の「無人航空機の飛行の方法について限定がされ

ていないもの」については、「当該講師等が行う講習に対

応した無人航空機の種類及び飛行の方法について限定が

されていないもの」とする。 

２．登録講習機関の登録（法第132条の69関係） 

（１）～（３） （略） 

（４）添付書類は、次のとおりとする。 

①～④ （略） 

⑤ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（様式４） 

法第132条の47第２項の実地試験に準じて行う修了審査

を行う者（以下「修了審査員」という。）の条件は、下

表によるものとし、その適合性について様式４を添付す

ること。 

 

 

 

 



 

 

※２ 下表の「無人航空機を飛行させた経験」については、該

当する技能証明を取得後のものとする。 

 

 

 

 

 

⑥～⑨ （略） 

（５）～（６） （略） 

登録

講習

機関 

一等無人航空機操縦士の

講習を行うための登録講

習機関 

二等無人航空機操縦士の

講習を行うための登録講

習機関 

講師

等の

条件 

イ．～ハ． （略） 

次のいずれかの要件を満

たすこと。 

イ．一等無人航空機操縦

士の技能証明（無人航

空機の飛行の方法につ

いて限定がされていな

いものに限る。）を有

する者であって１年以

上無人航空機を飛行さ

せた経験を有する。 

ロ．前号と同等以上の能

力を有する。 

次のいずれかの要件を満

たすこと。 

イ．二等無人航空機操縦

士の技能証明（無人航

空機の飛行の方法につ

いて限定がされていな

いものに限る。）を有

する者であって６月以

上無人航空機を飛行さ

せた経験を有する。 

ロ．前号と同等以上の能

力を有する。 

 

 

 

⑥～⑨ （略） 

（５）～（６） （略） 

登録

講習

機関 

一等無人航空機操縦士の

講習を行うための登録講

習機関 

二等無人航空機操縦士の

講習を行うための登録講

習機関 

講師

等の

条件 

イ．～ハ． （略） 

次のいずれかの要件を満

たすこと。 

イ．一等無人航空機操縦

士の技能証明明（当該

講師等が講習を行う無

人航空機の飛行の方法

及び無人航空機の種類

について限定がされて

いないものに限る。）を

有する者であって当該

技能証明を受けた後１

年以上無人航空機を飛

行させた経験を有する

。 

ロ．前号と同等以上の能

力を有する。 

次のいずれかの要件を満

たすこと。 

イ．二等無人航空機操縦

士の技能証明（当該講

師等が講習を行う無人

航空機の飛行の方法及

び無人航空機の種類に

ついて限定がされてい

ないものに限る。）を

有する者であって当該

技能証明を受けた後６

月以上無人航空機を飛

行させた経験を有する

。 

ロ．前号と同等以上の能

力を有する。 



 

 

３．登録講習機関登録簿（法第 132 条の 70第３項関係） （略） ３．登録講習機関登録簿（法第 132 条の 70第３項関係） （略） 

４．無人航空機講習事務規程の届出（法第 132 条の 74関係） （略） ４．無人航空機講習事務規程の届出（法第 132 条の 74関係） （略） 

５．登録事項の変更の届出（法第 132 条の 73 関係） 

（１）（略） 

（２）添付書類は、次のとおりとする。なお、添付書類は、登録申

請システムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール等）に

より国土交通大臣に提出するものとする。 

①３．（２）に掲げる事項を変更する場合 

登録講習機関又は事務所の名称及び代表者の氏名を証す

る書類（定款、寄附行為、登記簿の謄本等） 

②～④（略） 

（３）（略） 

５．登録事項の変更の届出（法第 132 条の 73 関係） 

（１）（略） 

（２）添付書類は、次のとおりとする。なお、添付書類は、登録申

請システムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール等）に

より国土交通大臣に提出するものとする。 

①３．（２）に掲げる事項を変更する場合 

登録講習機関又は事務所の名称を証する書類（定款、寄附

行為、登記簿の謄本等） 

②～④（略） 

（３）（略） 

６．事務規程の変更（法第 132 条の 74関係） （略） ６．事務規程の変更（法第 132 条の 74関係） （略） 

７．役員の選任及び解任の届出（省令第５条関係） 

（１）役員の選任の届出 

登録講習機関は、その役員を選任した場合には、その日から

２週間以内に省令第５条第１項の規定により、登録講習機関役

員選任届出書（様式 11）に、２．（４）②の役員名簿及び経歴

を記載した書類を添えて、登録申請システムによる手続き以外

の電磁的方法（電子メール等）により国土交通大臣に提出する

ものとする。 

（２）役員の解任の届出 

登録講習機関は、その役員を解任した場合には、その日から

２週間以内に省令第５条第２項の規定により、登録講習機関役

員解任届出書（様式 12）に、２．（４）②の役員名簿を添えて、

７．役員の選任及び解任の届出（省令第５条関係） 

（１）役員の選任の届出 

登録講習機関は、その役員（当該講習機関の代表者を除く。）

を選任した場合には、その日から２週間以内に省令第５条第１

項の規定により、登録講習機関役員選任届出書（様式 11）に、

２．（４）②の役員名簿及び経歴を記載した書類を添えて、登

録申請システムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール

等）により国土交通大臣に提出するものとする。 

（２）役員の解任の届出 

登録講習機関は、その役員（当該講習機関の代表者を除く。）

を解任した場合には、その日から２週間以内に省令第５条第２

項の規定により、登録講習機関役員解任届出書（様式 12）に、



 

 

登録申請システムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール

等）により国土交通大臣に提出するものとする。 

２．（４）②の役員名簿を添えて、登録申請システムによる手

続き以外の電磁的方法（電子メール等）により国土交通大臣に

提出するものとする。 

８．登録の更新（法第 132 条の 71関係） （略） ８．登録の更新（法第 132 条の 71関係） （略） 

９．無人航空機講習事務の休廃止（法第 132 条の 75 関係） （略） ９．無人航空機講習事務の休廃止（法第 132 条の 75 関係） （略） 

10．不正な受講者の処分に関する報告 （略） 10．不正な受講者の処分に関する報告 （略） 

11．登録講習機関の責務 （略） 11．登録講習機関の責務 （略） 

12. 事務規程の届出及び無人航空機講習の開始時期に係る留意事項 

（略） 

12. 事務規程の届出及び無人航空機講習の開始時期に係る留意事項

（略） 

13．登録講習機関に対しての監督等 （略） 13．登録講習機関に対しての監督等 （略） 

様式１・様式２ （略） 様式１・様式２ （略） 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  

  



 

 

  

様式７～様式 17 （略） 様式７～様式 17 （略） 

（別添）無人航空機講習事務規程に記載すべき内容 （略） （別添）無人航空機講習事務規程に記載すべき内容 （略） 

附 則（令和４年９月５日 国空無機第 193915 号） 

（施行期日） 

第１条 （略） 

（経過措置） 

第２条 ２.（４）⑤の表に掲げる一等無人航空機操縦士の講習を

附 則（令和４年９月５日 国空無機第 193915 号） 

（施行期日） 

第１条 （略） 

（経過措置） 

第２条 ２.（４）⑤の表に掲げる一等無人航空機操縦士の講習を行



 

 

行うための登録講習機関における講師の条件ロ（回転翼航空機

（ヘリコプター）又は飛行機に関する講習を行う講師に係るもの

に限る。）については、当面の間、国土交通省航空局ホームペー

ジに掲載されている無人航空機の操縦者に対する講習等を実施

する団体（以下「ＨＰ掲載講習団体」という。）等での１年以上

の講師の経験があり、直近２年間で１年以上の飛行経験かつ 100

時間以上の飛行実績を有することとする。 

２ ２.（４）⑤の表に掲げる二等無人航空機操縦士の講習を行う

ための登録講習機関における講師の条件ロ（回転翼航空機（ヘリ

コプター）又は飛行機に関する講習を行う講師に係るものに限

る。）については、当面の間、ＨＰ掲載講習団体等での６月以上

の講師の経験があり、直近２年間で６月以上の飛行経験かつ 50

時間以上の飛行実績を有することとする。 

うための登録講習機関における講師の条件ロについては、当面の

間、国土交通省航空局ホームページに掲載されている無人航空機の

操縦者に対する講習等を実施する団体（以下「ＨＰ掲載講習団体」

という。）等での１年以上の講師の経験があり、直近２年間で１年

以上の飛行経験かつ 100 時間以上の飛行実績を有することとする。 

 

 

２ ２.（４）⑤の表に掲げる二等無人航空機操縦士の講習を行うた

めの登録講習機関における講師の条件ロについては、当面の間、Ｈ

Ｐ掲載講習団体等での６月以上の講師の経験があり、直近２年間で

６月以上の飛行経験かつ 50 時間以上の飛行実績を有することとす

る。 

附 則（令和７年１月 29日 国空無機第 84692 号） 

（施行期日） 

第１条 この要領は、公布の日から施行する。ただし、附則の改正規定については、令和７年12月６日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この要領の施行の際現に改正前の登録講習機関の登録に関する取扱要領の２．（４）の規定により提出されている書類は、改正後の

登録講習機関の登録に関する取扱要領の２．（４）の規定により提出された書類とみなす。 

第３条 この要領の附則の改正規定の施行の際現に登録を受けている登録講習機関及びこの要領の附則の改正規定の施行前にした登録の申

請に基づきこの要領の附則の改正規定の施行後に登録を受けた登録講習機関については、当該登録の有効期間の満了日（この要領の附則の

改正規定の施行日から登録の有効期間の満了日までの期間が１年に満たない場合には、当該登録の有効期間の満了日の次に到来する有効

期間の満了日）までの間は、なお改正前の規定によることができる。 

 


